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トランプ政権を中心とする
科学技術政策の潮流
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2018年度米国大統領
予算教書

研究開発予算について
2017年5月23日（米国東部標準時間）

ＪＳＴ ワシントン事務所・研究開発戦略センター
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はじめに

 2017年5月23日、トランプ政権は2018会計年度（2017年10月～2018年9月）
の予算教書「偉大な米国のための新たな基礎 (A New Foundation for 
American Greatness)」を連邦議会に提出した。例年、予算教書の議会への
提出は2月に行われるが、新大統領就任の今年は5月となった。

 3月に発表された「アメリカ第一主義～アメリカを再び偉大にするための予算の
青写真(America First - A Budget Blueprint to Make America Great Again)」は、

大統領予算案の一部のみを示したもの。今回発表された予算教書は、その全
体像を示すものである。

 予算規模は、4兆940億ドル。国防関連予算を一割増額する一方、環境保護、
低所得者支援策関連予算を大幅に減額し、財政の再建を目指す。メキシコ
国境壁建設費用16億ドルも盛り込まれた。
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議会での審議

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

前々会計年度

前会計年度

前会計年度

当該会計年度

米国の通常の予算決定プロセス

3月～5月
予算作成方針がOMBか
ら各省へ発出

前年10月～2月
各省内で予算案
検討開始

6月～8月
各省、予算案作成

10月～12月
OMBによる査定、各省との
交渉・調整、OSTPも助言

1月
政府予算
案確定

最終火曜
一般教書
演説

2月
第1月曜

予算教
書発表

議会へ
送付

3月～5月
公聴会開催、予算決議

6月～9月
委員会での歳出法案審議
両院承認、大統領署名

9月
各省、
OMB
に予算
案提出6月～8月 OSTP/OMB

両局長が科学技術優先
事項の共同覚書を発表
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トランプ政権の主要スケジュール

11

12
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2017
1

2

20. Jan： トランプ大統領就任式

3

28. Feb： トランプ大統領施政方針演説

08. Nov： トランプ氏大統領選挙 勝利

16. Mar： トランプ大統領2018年度予算骨子（青写真） 発表
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23. Maｙ： トランプ大統領2018年度予算教書発表

2016
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2018年度予算教書における研究開発予算の概要（１）

 研究開発関連予算の総額は1,177億ドルで、前年度予算（Annual Continuing
Resolution Level）から21%減額（ただし、次ページの留意点参照）。

 研究開発予算は運輸省、退役軍人省を除くすべての省庁で減額。特に環境
保護庁は前年比46%減の大幅な減額となった。

 トランプ政権は経済成長のため、8つの改革①ヘルスケア ②税制度 ③移民
政策④政府経費の削減⑤規制緩和⑥エネルギー資源開発⑦福祉⑧教育

を行うとしている。科学技術分野におけるイノベーションの重要性を示しなが
らも、具体的な課題等については言及していない。

 議会は教書の提出を受けて、予算案の審議を本格化する。米国では予算の
決定権は議会にあり、今後の審議では予算内容変更も十分に想定される。
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2018年度予算教書における研究開発予算の概要（2）

 研究開発予算内訳

 基礎・応用研究費を10%前後削減

 基礎：289億ドル（13%減）

 応用：33５億ドル（9%減）

 開発*・施設費を大幅に削減

 開発：532億ドル（30%減）

 施設：21億ドル（20%減）

*今回より、開発の定義を見直し、システム実証などを除いた狭義なものを適用。これまで
の定義を用いると開発費は867億ドル（14%増）、研究開発予算全体では1,512億ドル
（2%増）となり、いずれも増加していることになる。

出典：Research and Development: Chapter 18 in Analytical Perspectives volume of the Budget of the U.S. Government FY 2018
https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/budget/fy2018/spec.pdf
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目的別研究開発費の推移（要求ベース）

出典：大統領予算教書各年版＊2009年は景気対策予算（ARRA）を含む
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各省の研究開発予算 各省の全体予算に占める研究開発関連予算

出典：Research and Development: Chapter 18 in Analytical Perspectives volume of the Budget of the U.S. Government FY 2018
https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/budget/fy2018/spec.pdf

 国防総省（DOD）： 534億ドル（25%減）

 保健福祉省（HHS）NIH含む： 261億ドル（19%減）

 エネルギー省（DOE）： 134億ドル（11%減）

 航空宇宙局（NASA）： 103億ドル（ 23%減）

 国立科学財団（NSF）： 53.7億ドル（12%減）

 農務省（USDA）： 19.9億ドル（24%減）

 商務省（DOC）： 15.7億ドル（13%減）

 退役軍人省（VA）： 13.6億ドル（1%増）

 運輸省（DOT)）： 9.2億ドル（1％増）

 内務省（DOI）： 8.2億ドル（17％減）

 国土安全保障省（DHS）： 5.6億ドル（20%減）

 環境保護庁（EPA）： 2.8億ドル（46%減）

＊増減は2017年度予算（Annualized Continuing Resolution level）比
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2018年度研究開発予算要求の省庁別配分（単位:億ドル）
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国防総省DOD, 
534

保健福祉省

HHS, 261

エネルギー省

DOE, 134

航空宇宙局

NASA, 103

国立科学財

団NSF, 54

農務省

USDA, 20
商務省DOC, 16 その他, 55



省庁別研究開発予算の推移（要求ベース）

出典：OMB, Analytical Perspectives, Budget of the United States Government、大統領予算教書各年版
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省庁別予算の概要
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国防総省（ＤＯＤ）

 ＤＯＤ全体予算：5,740億ドル （+10%）

 研究開発予算：534億ドル（-25%）

• 研究開発費

• 部門局/会計別内訳

• FY2018予算案

• 増減

計別内訳

研究開発費
部門局/会計別内訳

FY2018予算
案

増減

研究・開発・試験・評価 526億ドル -25%

その他 8億ドル

出典：Research and Development: Chapter 18 in Analytical Perspectives volume of the Budget of the U.S. Government FY 2018
https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/budget/fy2018/spec.pdf
Major Savings and Reforms in the President’s 2018 Budget
https://www.whitehouse.gov/sites/whitehouse.gov/files/omb/budget/fy2018/msar.pdf
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 ＨＨＳ全体予算：690億ドル（-18%）

 ＮＩＨ全体予算：269億ドル（-17%）
※ＨＨＳ傘下のＮＩＨでは、予算のほとんどが研究開発費に充てられている

保健福祉省（ＨＨＳ）とＮＩＨ

出典： HHSFY 2018 Budget in Brief- NIH
https://www.hhs.gov/about/budget/fy2018/budget-in-brief/nih/index.html#budget

 2017年度に議会は21世紀の治療法案（the 21st Century Cures Act)を可決
し、今後の10年間で48億ドルを次の４つの重要研究課題に投資。
 精密医療
 ＢＲＡＩＮ
 キャンサー・ムーンショット

 再生医療

 今回の予算案では、これらの4つの課題に合計4.96億ドルを計上しており、継続さ
せる意図を表明している。
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ＮＩＨの項目別予算

NIH全体予算
部門局/会計別内訳

FY2018予算案 増減

研究グラント 142億ドル -21%

所内研究 31億ドル -17%

研究開発契約 25億ドル -15%

研究センター 21億ドル -17%

その他の研究グラント 17億ドル -20%

研究管理・支援 16億ドル -8%

研究トレーニング 7億ドル -13%

その他 10億ドル

 新規研究グラント採択数 6,204件（-18％）

出典：HHSFY 2018 Budget in Brief- NIHをもとにCRDSで作成
https://www.hhs.gov/about/budget/fy2018/budget-in-brief/nih/index.html#budget
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ＮＩＨの研究所別予算

 その他の研究所も約20%減
 フォガーティ国際センターは廃止

NIH全体予算
研究所別

FY2018予算
案

増減

国立がん研究所 45億ドル -19%

国立アレルギー・感染研究所 38億ドル -18%

国立心臓肺血液研究所 25億ドル -18%

国立一般医科学研究所 22億ドル -13%

国立糖尿病消化腎臓病研究所 16億ドル -18%

出典： HHSFY 2018 Budget in Brief- NIHをもとにCRDSで作成
https://www.hhs.gov/about/budget/fy2018/budget-in-brief/nih/index.html#budget
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 ＤＯＥ全体予算：280億ドル（-6%）

 研究開発予算：134億ドル（-11%）

出典：Department of Energy FY2018 Budget Request Fact Sheet 
May,23,2017
https://energy.gov/sites/prod/files/2017/05/f34/DOEFY2018Budg
etFactSheet.pdf

エネルギー省（ＤＯＥ）

研究開発予算
部門局/会計別内訳

FY2018予算
案

増減

国家核安全保障（NNSA） 72.8億ドル +15%

科学 44.3億ドル -16%

原子力エネルギー 7.0億ドル -21%

エネルギー効率・再生可能エネル
ギー

5.7億ドル -60%

化石エネルギー研究開発 2.7億ドル -57%

配電・エネルギー信頼性 1.1億ドル -16%

防衛環境浄化 0.28億ドル +22%

電力マーケティング 0.15億ドル 0%

ARPA-E 0億ドル -100%

 ARPA-Eは廃止
 エネルギー効率・再生可能エネルギー、

化石エネルギー研究開発の応用研究
開発プログラムを大幅に削減

 科学局（物理分野における基礎研究
最大支援部局）は16%減
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航空宇宙局（ＮＡＳＡ）

 ＮＡＳＡ全体予算：191億ドル（-1%）

 研究開発予算：103億ドル（-23%）

研究開発費
部門局/会計別内訳

FY2018予算
案

増減

科学 56.5億ドル +2%

宇宙活動 21.4億ドル -21%

探査 9.6億ドル -73%

宇宙技術 6.7億ドル -1%

航空宇宙 5.0億ドル +5%

安全・セキュリティー・ミッ
ションサービス

2.7億ドル -1%

建設・環境対策・修繕 1.3億ドル +146%

 地球科学的観測ミッション5件は廃止
 探査（探査システム開発、探査研究開発）

及び宇宙活動（宇宙輸送、国際宇宙
ステーション）は大幅減

 科学（惑星科学、宇宙物理学等）は微増
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 ＮＳＦ全体予算：67億ドル (-11%)

 研究開発予算：53.7億ドル（-12%）

 新規研究グラント採択数 8,000件（-10％） vs FY2016
採択率 19%（-2％）

出典：FY2018 Budget Request to Congress (Summary Brochure)
https://www.nsf.gov/pubs/2017/nsf17057/nsf17057.pdf

国立科学財団（ＮＳＦ）

研究開発費
部門局/会計別内訳

FY2018予算
案

増減

研究・研究関連活動 48.4億ドル -12%

教育・人材 3.5億ドル -19%

主要研究設備・施設建設 1.8億ドル -9%
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商務省（ＤＯＣ）

 ＤＯＣ全体予算：78億ドル（-16%）

 研究開発予算：15.7億ドル（-13%）

研究開発費
部門局/会計別内訳

FY2018予算
案

増減

米国海洋大気局（NOAA） 6.8億ドル -17%

標準技術研究所（NIST） 6.5億ドル -15%

米国国勢調査局 2.3億ドル +2%

電気通信情報局 0.13億ドル 0%

 NOAAの州、地域、産業を支援する研究グラントおよび教育プログラムは廃止
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環境保護庁（ＥＰＡ）

 ＥＰＡ全体予算：57億ドル（-31%）

 研究開発予算：2.8億ドル（-46%）

研究開発費
部門局/会計別内訳

FY2018予算案 増減

科学技術 2.6億ドル -47%

その他 0.2億ドル

 研究グラントSTAR (Science to Advance Results) は廃止
 環境政策関連の研究開発活動に限定
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戦略的創造研究推進事業における国際協力の強化（今年度実施）

23

内容：
 戦略的創造研究推進事業（CREST、ERATO、ACCEL）の各研究プロジェクトにおいて、米
国や欧州などの海外研究者との共同研究の加速に向けた取組を支援する。

 アメリカ、ドイツ、イギリス、フランス、中国をはじめとする21カ国62大学・研究機関から
の約80名の研究者が数週間～8ヶ月国内に滞在し、48プロジェクトでそれぞれ共同研究・共
同研究に向けた議論などを行う。※

目的：
 海外有力研究者が一定期間国内に滞在し、戦略事業研究代表者およびプロジェクト参加者と討
議・意見交換を集中的に行うことにより、プロジェクトに係る新たな知見を獲得し、共著論文
の執筆など研究成果の最大化を図る。さらに、欧米のトップ研究集団などとのネットワーク形
成・強化、共同研究の促進を期待する。

支援内容：
 支援対象プロジェクトにH29年度の追加研究費を提供する。

※支援対象は渡航費、滞在費、謝金・給与、研究費

対象とする海外研究者：
 優れた研究業績を有し、海外の大学又は研究機関に所属する常勤又は常勤として位置づけられ
ている研究者で、当該戦略プロジェクトの研究に関係した分野にて優れた研究実績を持つ者。

 日本国籍を有する者であっても、外国に概ね10年以上在住し、当該国の学会で活躍している
者を含む。

 上記研究者との共同研究に参画する若手研究者および大学院生も対象とする。
※現在、招へいする研究者の最終調整中。招へい者数、所属機関数などは若干変わる可能性あり。



その他のトピックス
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ＪＳＴ事業発ベンチャー
企業数の推移
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 ＪＳＴ事業発ベンチャー企業は近年増加を続けており、累計409社にのぼる。
 このうち約6割はSTART事業をはじめとするＪＳＴ産学連携事業等発ベンチャー企業である。
 CREST、さきがけ、ERATO等ＪＳＴ戦略事業発ベンチャー企業も近年増加しており、
平成27年度には16社のＪＳＴ戦略事業発ベンチャー企業が設立された。

 ＪＳＴ事業発ベンチャー企業は大学等発ベンチャーの設立数の約16％にあたる。

※企業数はいずれもＪＳＴ調べ、
平成29年３月末日現在。
ＪＳＴ発ベンチャー認定制度は設けておらず、
本調査はＪＳＴが独自で調査をしたもの。

※文部科学省調査の大学等発ベンチャー企業については
技術系ベンチャーだけでなく、全分野の企業を含む。
また、ＪＳＴ事業発ベンチャー企業数との比較については
平成27年度までに設立された企業数を比較した。

ＪＳＴ事業発ベンチャー企業数

累計企業数
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企業名 設立 事業概要 活用したＪＳＴ事業 代表研究者

平成
２０年

超小型人工衛星の製造販売。自社保有衛星に
よる地球観測画像データの販売

独創的シーズ展開事業
大学発ベンチャー創出推進

東京大学
中須賀 真一 教授

平成
２２年

小型脳波計で取得した睡眠時の脳波データに
よる睡眠の質の受託解析

独創的シーズ展開事業
大学発ベンチャー創出推進

大阪バイオサイエンス研究所
裏出 良博 研究部長（当時）

平成
２２年

バイオ３Dプリンターの販売。
立体組織製品の開発、製造受託

育成研究(旧地域)
A-STEP起業検証タイプ

佐賀大学
中山 功一 教授

平成
２２年

糖鎖の解析・合成の受託、糖鎖複合体を
エピトープとする疾患特異的抗体の探索・導出

先端計測分析技術・機器開発事業 北海道大学
西村 紳一郎 チームリーダー

平成
２２年

機能性色素の販売、受託合成、機能性色素を
用いた診断薬開発

戦略的創造研究推進事業(さきがけ)
研究加速強化システム(CREST)

東京大学
浦野 泰照 教授

平成
２４年

モアレ縞解析による形状・変形・ひずみ計測法
による計測機器の開発・製造・販売

シーズ発掘試験・
研究成果最適展開事業(A-STEP)

和歌山大学
森本 吉春 教授

平成
２５年

ペプチド医薬品・医療機器等の開発・製造及び
販売

地域イノベーション創出総合支援事業・
シーズ発掘

大阪大学
中神 啓徳 助教

平成
２６年

独自の革新的なRNAベクターを用いた遺伝子
発現技術の事業化

大学発新産業創出プログラム(START) 産業技術総合研究所
中西 真人 研究ラボ長

平成
２６年

安全で精密に動く次世代手術支援
ロボットシステムの事業化

戦略的創造研究推進事業(CREST)
大学発新産業創出プログラム(START)

東京工業大学
只野 耕太郎 准教授

平成
２７年

研究用途向けの実験用ロボット実用化、販売、
動作ログや実験プロトコルのクラウド管理

先端計測分析技術・機器開発事業 産業技術総合研究所
夏目 徹 研究センター長

平成
２７年

有機EL発光体の開発・製造及び販売 戦略的創造研究推進事業(CREST) 九州大学
安達 千波矢 主幹教授

平成
２７年

ウェアラブル型デバイスの研究開発・製造・
販売

戦略的創造研究推進事業(ERATO) 東京大学
染谷 隆夫 教授

平成
２７年

医薬品などの解析評価、
生体マーカー・創薬ターゲットの開発

戦略的創造研究推進事業(ERATO) 国際電気通信基礎技術研究所
佐藤 匠徳 特別研究所長

平成
２８年

銀ナノ粒子インクの開発、製造、販売・
プリンテッドセンサの試作、開発、販売

研究成果展開事業
大学発新産業創出プログラム(START)

山形大学
熊木 大輔 准教授

ＪＳＴ事業発ベンチャー企業例
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未来社会創造事業

平成２９年度
重点公募テーマの
決定について
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未来社会創造事業 公募テーマ決定

29

領域 重点公募テーマ
超スマート
社会の実現 多種・多様なコンポーネントを連携・協調させ、新たな

サービスの創生を可能とするサービスプラットフォームの構築

持続可能な
社会の実現

新たな資源循環サイクルを可能とするものづくりプロセス
の革新

労働人口減少を克服する”社会活動寿命”の延伸と
人の生産性を高める「知」の拡張の実現

世界一の
安全・安心
社会の実現

ひとりひとりに届く危機対応ナビゲーターの構築

ヒューメイン※なサービスインダストリーの創出
※ヒューメイン（humane）とは、人道的、人情的という意味や、人を高尚にするという意味を持つ

地球規模課題
である低炭素
社会の実現 「ゲームチェンジングテクノロジー」による低炭素社会の実現

探索加速型 大規模プロジェクト型
技術テーマ

粒子加速器の革新的な小型化及び
高エネルギー化につながるレーザープラズマ加速技術

エネルギー損失の革新的な低減化につながる
高温超電導線材接合技術

自己位置推定機器の革新的な高精度化及び
小型化につながる量子慣性センサー技術

6月上旬に研究開発課題の公募開始予定

＜本件のお問い合わせ先＞
JST研究開発改革推進部 TEL：03-6272-4004 Mail：kaikaku_mirai@jst.go.jp

探索加速型：「探索研究」
【研究開発期間】 ～３年程度
【研究開発費】 2,000万円程度/課題/年

大規模プロジェクト型：「技術実証研究」
【研究開発期間】 10年程度
【研究開発費】3～6億円程度/課題/年

詳細はこちら http://www.jst.go.jp/mirai

新しい試みに果敢に挑戦するハイリスク・ハイインパクトな研究開発を推進、社会的・経済的インパクトのある未来社会価値を創造する。
探索加速型の重点公募テーマの決定にあたっては、社会や産業のニーズを的確に捉えるため、 「社会・産業が望む新たな価値」を募集。
企業・団体・大学・一般の方などから寄せられた1,000件を超える提案等をもとに、以下の重点公募テーマを決定した。

：「社会・産業が望む新たな価値」の提案等に基づき決定。 ：文部科学省にて設定。

運営統括：前田章

運営統括：國枝英世

運営統括：田中健一

運営統括：橋本和仁

運営統括：林善夫



ジェンダーサミット１０
開催報告

30



ジェンダーサミット１０開催結果

開催概要と参加者

・ジェンダーサミット１０

２０１７年５月２５日（木）、２６日（金） 一橋講堂にて開催。

参加者数 約６００名(集計中)。

うち、海外からの参加者が１／４。

２３国から参加。

・女子中高生向け サテライトイベント

「進路で人生どう変わる？理系で広がる私の未来」

２０１７年５月２７日（土） 一橋講堂にて開催。 参加者数 約２６０名。

・ジェンダーサミット10  サテライト会議 in 沖縄

２０１７年５月２９日（月）、３０日（火） 沖縄科学技術大学院大学にて開催。
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Tokyo Recommendations
1. Gender equality is an essential determinant of societal sustainability and wellbeing and 

affects how science, technology and innovation can improve people’s lives. It is realized 
through interventions based on gender differences as an important factor for science, 
technology and innovation. It should be also adopted by all stakeholders, including 
industry, as part of their own sustainability agendas.

2. Gender equality should be integrated into the implementation of all 17 SDGs, as such, 
gender equality with science, technology and innovation provides a BRIDGE through 
which all 17 SDGs can be connected to help enhance implementation of all SDGs.

3.   Gender equality in the context of SDG targets must recognize the influence of   
human and societal diversities, and, in particular, how societies define and
BRIDGE the roles and attitudes to women, girls, men, boys, ethnicity, race,  
cultures etc. 

Bridge Gender and STI

Bridge SDGs

Bridge all People

32



1. ジェンダー平等は持続可能な社会と人々の幸福に不可欠な要素であり、科学、技
術及びイノベーションが人々の生活をどれくらい良いものにできるか、その質を左
右する。それは、男女間の機会均等に加え、ジェンダーの科学的理解とジェンダー
の差違が科学技術の主要因と捉えられ分析されてこそ社会にイノベーションをもた
らし得る。

２．ジェンダー平等は１７あるSDGsすべての実践に組み込まれることが必要であり、
科学技術イノベーションと共に歩むジェンダー平等は、国連の持続的な開発目標
（SDGs）のそれぞれと結びつき、17すべての目標の実現を促す架け橋となる。

3. SDGsに掲げるジェンダー平等は、社会における多様性、とりわけ、女性や女子、男

性や男子、民族や人種、文化等が果たす意味や役割を社会がどのように認識して
定義しているか、その関係性を考慮して進める必要がある。それはジェンダー平等
2.0として、産業界を含むすべての関係者にとって自らが取り組む持続的課題のひ
とつとすべきである。

ジェンダーと科学技術イノベーションをつなぐ

SDGsをつなぐ

ジェンダーサミット東京宣言：架け橋（BRIDGE)
-Better Research and Innovation through Diversity and Gender Equality-
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すべての人をつなぐ
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